
















































生活の基本である住居, 就労, 食事等, 日常生活に即した課題に対して, 個別具体的な援助を行うとと
もに, 生活技能や対人関係に関する指導・訓練等を行う。
②相 談 等
電話・面接及び訪問により服薬, 金銭管理, 対人関係, 公的手続き等日常的な問題, 夜間・休日におけ










求めがあったときは, 当該精神障害者の希望, 精神障害の状態, 社会復帰の促進及び自立と社会経済
活動への参加の促進のために必要な指導及び訓練その他の援助の内容等を勘案し, 当該精神障害者が
最も適切な精神障害者社会復帰施設又は精神障害者居宅生活支援事業者若しくは精神障害者社会適応
訓練事業の利用ができるよう, 相談に応じ, 必要な助言を行うものとする。この場合において, 市町
村は当該事務を精神障害者地域生活支援センターに委託することができる」と定めている。
また, 厚生労働省令で定める援助とは, 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則第33条で






194か所, 2002年に377か所, 2003年に415か所, 2004年には446か所と年々増加した。障害者
自立支援法が成立した2005年４月には472か所となり, その設置主体の内訳は社会福祉法人
が168か所で最も多く, 続いて医療法人の155か所, 市町村の87か所となっている。その運営






















対象として, 運営状況, 支援活動, 利用実態について調査を行ったものである。
その結果, 運営状況では, 設置主体は社会福祉法人が37.2％, 医療法人37.8％, その他25.0
％だった。夜間の対応は日直・宿直が20.9％, 携帯電話の対応が41.9％である。支援活動に
精神障害者の地域生活支援 59
2) 寺田一郎「生活支援センター調査にみる現状と課題, そして今後の展開」『Review』10(1), 2001
年, 1619ページ。
関して, 相談では電話相談が訪問や面接よりも多い。レクリエーション, 服薬・通院援助,








































心に全国の地域生活支援センターのなかで, 先駆的な取り組みを実施し, かつ, 本調査の趣
旨に賛同の得られた13精神障害者地域生活支援センターを対象に実地調査を行った。
活動内容の主な特徴を, 相談, 日常生活支援, 地域交流の観点から分析すると, 相談では,
面接, 電話, 訪問, メールなど多様な方法で行われており, 休日・夜間なども対応している








ペースの提供, ボランティア養成と受け入れ, 地域住民へのイベント勧奨など, 多種多様だ
った。また障害者福祉計画への参画などもみられた。
課題として, サービスのアクセスが困難な層への支援, 年齢や障害をこえた総合的支援の














このように, 地域生活支援センターは, 利用者のニーズに応じて, 相談支援機能を中核と
して, 就労支援等も含めた生活支援機能, 当事者活動支援機能, 連絡・調整機能, 情報提供



































































































































































































○補 助 額 600万円(平成17年４月障害福祉課調査による自治体補助の実績平均額)
○事 業 内 容 創作的活動，生産活動，社会との交流の促進 等
○職 員 配 置 ２名以上とし，うち１名は専従とする
○利用定員等 特に規定なし

















職員配置基準をみると, 精神障害者地域生活支援センターでは, 施設長１名（常勤), 精
神保健福祉士（常勤), 精神障害者社会復帰指導員（３名以上, うち２名は非常勤）とされ
ていた。一方, 地域活動支援センターをみると, 基礎的事業では職員が２名以上（うち１名




があるが, 他の事業所, 施設等の職務に従事することができ, 常勤・非常勤を問わないとさ



















法 的 根 拠 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 障害者自立支援法
公 布 日 1999年６月４日 2006年11月７日






















































事 業 実 施
計 画 書 提 出
年間及び月間の事業計画の作成 「地域活動支援センター運営事業実施計画
書」の提出






































































基礎的事業では, 職員が２名以上（うち１名が専任者), 加えて, Ⅰ型は１名以上の精神保
健福祉士等の専門職員の配置とされているが, うち２名以上が常勤と規定されているにすぎ















































Community Care for People with Psychiatric Disabilities:
Life Support Center for People with Psychiatric Disabilities
Adoption of the Services and Support for People with
Disabilities Act
Setsuko SAKAE
This research aims to perform one consideration concerning a life support center for people
with psychiatric disabilities after adoption of the Support for People with Disabilities Act. The life
support center for people with psychiatric disabilities is one institution that such people can use
to integrate back into the community. Activities provided by the center include consultation, life
support, and local exchange. These activities are indispensable for enabling people to help them,
satisfy their needs as citizens. Through the Support for People with Disabilities Act, a life support
center for people with psychiatric disabilities will shift to become an activity support center with
consultation support services. The activity support center has issues to be addressed such as re-
ducing, the numbers of staff members, creating a budget, determining the number of the users,
etc.
It is hoped that people with psychiatric disabilities use the activity support centers as independ-
ent citizens. It is suggested that the Civil Service is these activity support centers as a base for
assisted living using care management. It is also desired that the Civil Service creates a system
that incorporates financial reservations, training organization, and other social resources.
